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民法第７４９条 

（離婚の規定の準用） 

第七百四十九条 第七百二十八条第一項、第七百六十六条、第七百六十七条の

三（第七百六十六条の二を準用する部分を除く。）、第七百六十七条から

第七百六十九条まで、第七百九十条第一項ただし書及び第八百十九条第

一項から第三項までの規定は、婚姻の取消しについて準用する。この場

合において、第七百六十六条第五項中「離婚の届出をするに当たっては

共同監護計画を併せて届け出なければならない。」とあるのは「婚姻取消

の届出をした日から三箇月以内に、共同監護計画を届け出なければなら

ない。この場合において、正当な理由がなくて期間内にすべき届出をし

ない者は、五万円以下の過料に処する。」と読み替えるものとする。 

【趣旨】 

本条は、婚姻の取消しをした当事者に共同して親権を行う子がいる場合、

離婚の規定を準用し、子の監護について必要な事項等を定めることを規定し

たものである。 

 

【解説】 

１ 「第七百六十六条、第七百六十六条の三…の規定は、婚姻の取消しについて準
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用する。」 

婚姻の取消しをした場合、父母に共同監護計画の作成を義務付ける一

方、離婚後監護講座の受講（改正後民法第７６６条の２）を義務付ける

必要はないことから準用する規定から除外する。 

また、婚姻中に懐胎した子が婚姻の取消し後に出生した場合において

も、離婚後の出生の規定（改正後民法第７６６条の３）を準用し、父母

に共同監護計画の作成を義務付ける。なお、改正後民法第７６６条の３

で準用する改正後民法第７６６条の２を除外したのも、上記と同趣旨か

らである。 

なお、本条は、婚姻の取消しが父又は母が未成年（１８歳未満）であ

ることを理由とする場合、適用対象外となる。 

なぜならば、民法第７６６条の対象は、共同して親権を行う父母のみ

であるが、（成年擬制制度の消滅などにより）未成年の父又は母は親権を

行うことができないからである。 

すなわち、父又は母が未成年の場合、その父母（子から見れば祖父母）

が親権を行うことになる（親権の代行）。なお、その父母がいない場合は、

未成年後見人が親権を行う。 

したがって、婚姻の取消し後、未成年の父又は母は親権者となること
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ができない以上、共同監護計画を定めることはできず、面会交流養育費

計画を定めることになる。 

 

（参考） 

〇民法第８３３条 

「親権を行う者は、その親権に服する子に代わって親権を行う。」 

 

〇民法第８６７条第１項 

「未成年後見人は、未成年被後見人に代わって親権を行う。」 

 

〇民法第７３１条 

「婚姻は、十八歳にならなければ、することができない。」 

 

〇民法第７４４条 

「第七百三十一条から第七百三十六条までの規定に違反した婚姻は、各当事者、その親

族又は検察官から、その取消しを家庭裁判所に請求することができる。」 

 

２ 「第八百十九条第一項から第三項までの規定は、婚姻の取消しについて準用す

る。」 

離婚後共同親権制度を採用し、離婚時に親権者を一方に定める規定に

代わりやむを得ない事由がある場合に限り親権を放棄できる旨を規定し

たこと（改正後民法第８１９条第１項から第３項）との整合性をとるた

め、婚姻の取消しをした場合においても、当該規定を準用し、親権を放

棄できることとした。 
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３ 「この場合において、第七百六十六条第五項中『離婚の届出をするに当たっては

共同監護計画を併せて届け出なければならない。』とあるのは『婚姻取消の届

出をした日から三箇月以内に、共同監護計画を届け出なければならない。この

場合において、正当な理由がなくて期間内にすべき届出をしない者は、五万円

以下の過料に処する。』と読み替えるものとする。」 

婚姻取消においては、婚姻取消の届出をした日から３カ月以内に共同

監護計画を届け出なければならないとする。婚姻取消の届出に併せて共

同監護計画を届け出なければならないとしない理由は、婚姻取消に至る

経緯を踏まえると、婚姻取消が確定していない段階で、父母に子の監護

に関する事項を協議するよう課すことは現実的ではないからである。 

また、共同監護計画については、父母と子の置かれた様々な状況を総

合的に考慮して作成する必要があり、一義的には父母が話し合いにより、

その内容を決定すべきものであることから、ADR（裁判外紛争解決手続）

を通じて父母が作成することとする（なお、ADR を通じて父母が計画を

作成できない場合は、本条で準用する改正後民法第７６６条第８項に基

づき家庭裁判所が定める）。 

また、婚姻取消の確定後に、子の監護に関して必要な事項を父母が議

論する時間が必要であることから、共同監護計画については、婚姻取消
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の届出日を起算日として、３カ月以内に届け出ることを規定する。 

なお、協議上の婚姻取消については、婚姻取消の届出日より効力を有

し、裁判上の婚姻取消については婚姻取消の裁判が確定した日から効力

を有するものの、婚姻取消の届出は、その日より１０日以内に届け出な

ければならない（戸籍法第７５条第１項）としており、裁判により確定

した日と数日の差しかないことから、婚姻取消が協議上か裁判上かに関

係なく、その届出日を起算日とすることとした。 

婚姻取消の届出日から３カ月以内に届け出ることとする理由は、ADR

を利用して共同監護計画を作成するには、３カ月あれば、十分に可能と

考えるからである。 

 

（参考） 

〇戸籍法第７５条第１項 

「第六十三条の規定は、婚姻取消の裁判が確定した場合にこれを準用する。」 

 

〇戸籍法第６３条第１項 

「認知の裁判が確定したときは、訴を提起した者は、裁判が確定した日から十日以内に、裁

判の謄本を添附して、その旨を届け出なければならない。その届書には、裁判が確定した

日を記載しなければならない。」 
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民法第７５２条 

（同居、協力及び扶助の義務等） 

第七百五十二条 夫婦は同居し、互いに協力し扶助しなければならない。 

２ 前項の規定に反して夫婦の一方が子を連れて別居しようとする場合又は夫婦

の一方が子と同居しつつ他の一方を住居から退去させようとする場合

（夫婦が、その夫婦の子に係る第八百三十七条の二第二項に定める面会

交流養育費計画を定めている場合を除く。）には、他の一方の合意又は家

庭裁判所の許可を得なければならない。ただし、急迫の事情があるとき

は、この限りでない。 

３ 前項の場合において、他の一方の請求があったときは、夫婦は、協議の上、

直ちに子の監護について必要な事項を定めなければならない。 

４ 第七百六十六条第二項から第四項まで、第六項及び第八項から第十項までの

規定は、前項の請求があった場合に準用する。この場合において、同条

中「共同監護計画」とあるのは「暫定共同監護計画」と読み替えるもの

とする。 

【趣旨】 

本条は、子の利益を保護するため、夫婦の一方が、子の居所を移動させる

こと等により、夫婦のもう一方が子と分離することとなる場合の要件を規定
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するとともに、夫婦のもう一方と子とが分離する場合において、「暫定共同

監護計画」を定めなければならないことを規定したものである。 

 

【解説】 

１ 「前項の規定に反して夫婦の一方が子を連れて別居しようとする場合又は夫婦の

一方が子と同居しつつ他の一方を住居から退去させようとする場合（夫婦が、

その夫婦の子に係る第八百三十七条の二第二項に定める面会交流養育費計

画を定めている場合を除く。）には、他の一方の合意又は家庭裁判所の許可を

得なければならない。」（第２項本文） 

民法第７５４条第１項により、夫婦は、同居・協力・扶助義務が課せ

られている。ただし、単身赴任の場合など、夫婦が合意した場合におい

て、別居することは当然、許されると解される。 

また、夫婦の間で、同居義務があるとはいえ、夫婦の一方が他方に対

し暴力をふるっている場合や、威圧的支配（経済的に支配され、議論も

十分にできないほど精神的に支配されている状態）に置かれている場合

など、別居がやむを得ない場合もあると考えられる。 

一方で、日本も批准する児童の権利条約第９条第１項において、夫婦

の間に子がいる場合、親の意思に反し親子を分離することは、司法の審
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査に従わない限り認められないと規定していることから、一方の親が、

子を連れて別居を行う場合、あるいは、もう一方の親を家から退去させ

ようとする場合には、もう一方の親の合意又は家庭裁判所の許可が得る

ことが必要である旨を規定した。 

なお、本条は、あくまで子の利益の観点から親子分離を原則として禁

ずるための規定であることから、夫婦の一方に親権がなく、したがって

子の居所指定権（民法第８２１条）がない場合や夫婦の一方が子と同居

しつつ他の一方を住居から退去させようとする場合など、夫婦の一方の

子の居所指定権が侵害されていない場合であっても、その夫婦の一方の

合意を必要としている。 

 

 ※夫婦の一方が子を置いて別居を開始した場合について 

第２項の「夫婦の一方が子と同居しつつ他の一方を住居から退去させようとする場合」

の規定を類推適用し、第３項に基づき別居を開始した夫又は妻が暫定共同監護計画の

作成を配偶者に請求することは可能であると考える。ただし、状況により、「悪意の遺棄」

に該当するとして、親権を喪失するおそれはある。その場合、面会交流養育費計画の作

成が義務付けられることになる。 

 

（参考） 

〇児童の権利に関する条約第９条第１項 

「締約国は、児童がその父母の意思に反してその父母から分離されないことを確保す

る。ただし、権限のある当局が司法の審査に従うことを条件として適用のある法律及び手

続に従いその分離が児童の最善の利益のために必要であると決定する場合は、この限り

でない。（後略）」 
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〇民法第８２１条 

「子は、親権を行う者が指定した場所に、その居所を定めなければならない。」 

 

第２項中、「夫婦が、その夫婦の子に係る第八百三十七条の二第二項

に定める面会交流養育費計画を定めている場合を除く。」と規定している

のは、婚姻中、親権喪失などにより面会交流養育費計画を策定している

場合、父母の一方が子の連れ去りを行ったとすると、父母の監護の場所

及び面会交流の場所について定めている面会交流養育費計画を遵守して

いないこととなり、改正後の民法第８３７条の２の規定に従い対応する

こととなるからである。 
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２ 「ただし、急迫の事情があるときは、この限りでない。」（第２項ただし書） 

配偶者暴力（DV）や児童虐待等により、親又は子の生命等に危険が

及ぶ場合その他急迫の事情がある特殊事情がある場合には、もう一方の

親の合意や裁判所の許可は不要とする。 

 

３ 「他の一方の請求があったときは、夫婦は、協議の上、直ちに子の監護について

必要な事項を定めなければならない。」（第３項） 

児童の権利条約第９条第３項で、子が定期的に父母のいずれとも人的

な関係及び直接の接触を維持する権利について規定されていることを踏

まえ、子と一方の親が分離する状況になった場合において、もう一方の

親からの請求があった場合には、夫婦は、協議により、直ちに子の監護

について必要な事項を定めなければならないと規定した。 

ここでいう「直ちに」の解釈については、諸外国の規定などを踏まえ

「１４日以内に必要な事項を定める協議を開始し、合理的期間内に子の
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監護についての必要な事項を定める」ことと解する。 

なお、もう一方の親から請求がない場合に、当該事項を定めなくて良

いとするのは、いわゆる不法な子の連れ去り（一方の親の同意なく、も

う一方の親が子の居所を変更すること）か、単に子を連れて実家に帰省

などしている一方の親の行為をもう一方の親が放置しているだけなのか

は、客観的に判断することは困難であり、子と分離された親が表明しな

い限り、第三者が認定することができないためである。 

 

※アメリカ合衆国カリフォルニア州家族法・監護に関する緊急命令の規定（C.G.S. § ４６b-５

６f(c) California） 

「（子の心身に対し現に差し迫った危険が及んでいると考えて監護に関する緊急命令

の）請求があった場合、裁判所は、十四日以内に、その請求に係る審尋を行わなければ

ならない。もし、裁判所が、その審尋の前後に、子の心身に対する現に差し迫った危険を

見つけた場合には、裁判所の裁量で、子を保護するために、監護に関する緊急命令を

発出することができる。…監護に関する緊急命令により暫定的な監護権又は面会交流権

が与えられる。」 

 

（参考） 

〇児童の権利に関する条約第９条第３項 

「締約国は、児童の最善の利益に反する場合を除くほか、父母の一方又は双方から分離さ

れている児童が定期的に父母のいずれとも人的な関係及び直接の接触を維持する権利を

尊重する。」 

 

４ 「第七百六十六条第二項から第四項まで、第六項、第八項から第十項までの規

定は、前項の請求があった場合に準用する。この場合において、同条中『共同

監護計画』とあるのは『暫定共同監護計画』と読み替えるものとする。」（第４項） 
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この「子の監護について必要な事項」を定めるにあたっては、民法７

６６条第４項の規定を準用し、ADR（裁判外紛争解決手続）を利用し、

公正証書によって定めることとする。 

これは、婚姻中に暫定的に定めるものであることから、「暫定共同監

護計画」と呼称する。また、裁判所は、暫定共同監護計画作成までの間、

必要があると認めるときは、同条第９項を準用し「暫定共同監護命令」

を出すことも可能である。 

また、暫定共同監護計画に反する行為を合理的理由なく行った父母に

対し、間接強制を科すことができることとするほか、同条第１０項を準

用し、過料を科すこと、及び、親権の行使が著しく不適当とみなし、親

権を剥奪できることを規定する。 

これは、親権の濫用により子の利益が害されることを禁じるためであ

る。 

なお、一方の親の同意なく、もう一方の親が子の居所を変更すること

（子の連れ去り）は、諸外国のみならず、日本においても、未成年者略

取・誘拐罪（刑法第２２４条）に該当する（令和４年２月２１日警察庁

刑事局捜査第一課理事官事務連絡、第２０４回国会・参議院・法務委員

会第５号委員会（令和３年４月６日）議事録、最高裁平成１６年（あ）
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第２１９９号同１７年１２月６日第二小法廷判決（刑集第５９巻１０号

１９０１頁））と解される。 

しかし、子の連れ去り後、直ちに暫定共同監護計画作成を申し出れば、

可罰的違法性に達していないとして、未成年者誘拐罪などの刑事罰が科

されることがないと解するのが自然である。 

また、改正後民法第７６６条第５項を準用しない理由は、この暫定共

同監護計画は、何らの届出を要件としないからである。同様の理由で、

同条第１１項及び第１２項も準用しない。 

なお、同条第１１項を準用せず、暫定共同監護計画作成時に既存の共

同監護計画等を無効とする規定を置かないとしても問題はない。なぜな

らば、共同監護計画は存在せず、また、面会交流養育費計画が既にある

場合、本条の適用除外となる（第２項）からである。 

すなわち、共同監護計画について、暫定共同監護計画を作成する際、

父母は婚姻中であることから、仮に婚姻前に共同監護計画等を作成して

いたとしても、婚姻時に、共同監護計画は失効している（改正後民法第

７５４条第２項）。そして、婚姻中に共同監護計画が効力を有することは

ない。 

また、改正後民法第７６６条第１２項の準用も不要である。 
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暫定共同監護計画を定めることとなった原因とその消滅とは、例えば、

夫婦が別居を開始し、その後再び同居するなどの行為が該当するが、夫

婦の別居開始に伴い暫定共同監護計画の作成義務が夫婦に発生する訳で

もなく、また、再び夫婦が同居するようになった場合も、何をもって同

居を再開とするかは外形上不明確である場合もある。 

したがって、暫定共同監護計画については、例えば、夫婦が再び同居

することに合意した際に、夫婦で合意解除すれば良いと考えられ、法律

で暫定共同監護計画を失効させるよう規定すべきではない。 

 

※事実婚で父母と子が同居していた場合において、一方の父母が、もう一方の父母と子とを

分離した場合について 

児童の権利条約に基づき、子の権利を保障する必要性から、改正後の第７５２条第２項

から第４項までを類推適用するのが自然な解釈であると考える。 
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民法第７５４条 

（夫婦間の契約の取消権等） 

第七百五十四条 夫婦間でした契約（第七百五十二条第四項に定める暫定共同監

護計画、第七百六十六条第二項に定める共同監護計画及び第八百三十七

条の二第二項に定める面会交流養育費計画（同条第七項の規定によりみ

なして適用する場合を含む。）（以下「共同監護計画等」という。）を除

く。）は、婚姻中、いつでも、夫婦の一方からこれを取り消すことができ

る。ただし、第三者の権利を害することはできない。  

２ 夫婦が、婚姻前に定めたその夫婦の子に係る共同監護計画等は、婚姻によ

り、その効力を失う。ただし、親権喪失、親権停止その他の法務省令で

定める事由により定めた共同監護計画等については、この限りでない。 

【趣旨】 

本条は、夫婦間でした契約は、婚姻中、いつでも取消しできることを規定

する。ただし、共同監護計画等についてその適用から除外すること、及び、

婚姻前に定めた共同監護計画等については、原則として失効することを規定

するものである。 

 

【解説】 
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１ 「第七百五十二条第四項に定める暫定共同監護計画、第七百六十六条第二項に

定める共同監護計画及び第八百三十七条の二第二項に定める面会交流養育

費計画（同条第七項の規定によりみなして適用する場合を含む。）（以下『共同

監護計画等』という。）を除く。」（第１項） 

子のある夫婦が別居する際に作成する「暫定共同監護計画」、離婚に

向けて作成する「共同監護計画」は、いずれも婚姻中に作成するもので

あり、また、父母の一方又は双方が親権を喪失・停止・放棄した場合な

どに作成する「面会交流養育費計画」は、婚姻中であっても、作成する

可能性があることから、これらの計画を、婚姻中に夫婦の一方がいつで

も取り消すことができてしまうと、当該計画の実効性が保障されなくな

ることから、第１項の適用除外としたものである。 

 

２ 「夫婦が、婚姻前に定めたその夫婦の子に係る共同監護計画等は、婚姻により、

その効力を失う。ただし、親権喪失、親権停止その他の法務省令で定める事由

により定めた共同監護計画等については、この限りでない。」（第２項） 

婚姻前に、共同監護計画等を作成していた場合、原則として、当該計

画は失効する。なぜならば、婚姻中、夫婦は、同居義務や相互協力扶助

義務が課せられるのであり（民法第７５２条）、共同監護計画などは不要
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だからである。 

婚姻前に共同監護計画等を作成する場合として、例えば、未成年の子

を有する父母が離婚し、共同監護計画を作成した後、再び婚姻する場合、

子を認知した父が、その子の母と共同監護計画を作成した後、その母と

婚姻する場合、事実婚であった父母が別居し暫定共同監護計画を作成後

に婚姻した場合などが想定される。 

なお、親権喪失、親権停止などの理由で父母が面会交流養育費計画を

作成している場合、その理由に基づく状況は婚姻により変更されるもの

ではないことから、ただちに無効となることはないよう、ただし書に規

定した。 

なお、ただし書の規定中の「その他法務省令で定める事由」としては、

親権の辞任や縁組などが考えられる。 

親権喪失などの理由により作成した面会交流養育費計画を無効とした

い場合、親権喪失の審判の取消しの申立てをし、これを裁判所に認めて

もらう必要がある（改正後民法第８３７条の２第５項）。 

 

（参考） 

〇民法第７５２条 

「夫婦は同居し、互いに協力し扶助しなければならない。」 
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民法第７６５条 

（離婚の届出の受理） 

第七百六十五条 離婚の届出は、その離婚が前条において準用する第七百三十九

条第二項の規定、次条第五項の規定及び第七百六十六条の二第三項の規

定その他の法令の規定に違反しないことを認めた後でなければ、受理す

ることができない。 

２ 離婚の届出が前項の規定に違反して受理されたときであっても、離婚は、

そのためにその効力を妨げられない。 

【趣旨】 

本条は、離婚の届出をするに当たり、共同監護計画提出や離婚後監護講座

の受講をしない限り離婚できないことなどを規定したものである。 

 

【解説】 

１ 「離婚の届出は、…次条第五項の規定及び第七百六十六条の二第三項の規定

その他の法令の規定に違反しないことを認めた後でなければ、受理することが

できない。」（第１項） 

改正後民法第７６６条第５項は「父母は、離婚の届出をするに当たっ

ては、共同監護計画を併せて届け出なければならない」旨を規定し、改
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正後第７６６条の２第３項は、「父母は、父又は母が離婚後監護講座を受

けた日のいずれか遅い日から３カ月を経過するまでの間、離婚の届出を

することができない。ただし、離婚をしなければならない急迫の事情が

あると認めるときは、家庭裁判所は、父又は母の請求によって、この期

間を短縮することができる。」旨を規定している。 

したがって、離婚届に加え、共同監護計画の届出をし、離婚後監護講

座を受講し、さらに、その受講から一定期間が経過していない限り、離

婚届は受理できない。 

なお、これらの規定は、離婚の際現に共同して親権を行っている父母

に限定され、離婚時に、父母の一方又は双方が親権を行使できなくなっ

ている場合は、共同監護計画を届け出る必要はない。 

なぜならば、当該父母が親権を行うことができなくなった時点で面会

交流養育費計画を届け出ることを義務付けられている（改正後の民法第

８３７条の２第２項に基づき読み替えて準用される民法第７６６条第５

項）ことから、離婚時に、既に親子の交流や養育費を保障する計画は作

成され、届出がなされているからである。 

 

２ 「離婚の届出が前項の規定に違反して受理されたときであっても、離婚は、その
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ためにその効力を妨げられない。」（第２項） 

当該規定については、離婚の届出が第１項に違反して受理されたとし

ても、離婚の効力は妨げられないとし、これを無効とするためには、裁

判を必要とする旨の規定である。 

この規定は削除しないこととする。 

たしかに、この規定を削除しないこととすると、例えば、離婚には同

意するものの共同監護を拒否したい者が、偽造した共同監護計画を離婚

届とともに届け出ることで、離婚は有効ではあるものの当該計画が無効

であることを理由に、離婚後の共同監護を拒否するなどのおそれがある。 

その場合、離婚を無効とするために裁判を要するとすると、そのハー

ドルの高さから、泣き寝入りをし共同監護が実施されなくなるおそれが

ある。 

しかし、その問題について、共同監護計画については、公正証書化を

義務付けるだけでなく、共同監護計画が法務省令で定める基準に則った

ものであることを保障する旨を ADR を担当した ADR 認証事業者等が署

名した書類を、手続上、添付させることにすれば解決できると考える。 

それにより、市町村の窓口においても、公正証書であることと、ADR

認証事業者等の署名書類を確認することで、その内容そのものを精査す
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ることなく受理することが可能となる。これにより、偽造した共同監護

計画などを作成することは極めて困難になり、手続的瑕疵は、まず生じ

なくなるものと考える。 

なお、共同監護計画の公正証書化とこの ADR 認証事業者等の署名書

類の添付を義務付けることで、離婚の届出時に提出する書類を偽造する

ハードルが非常に高くなることから、虚偽の離婚届を提出することを抑

止できると期待できる。 

 

（参考） 

〇戸籍法第１１４条 

「届出によつて効力を生ずべき行為（第六十条、第六十一条、第六十六条、第六十八条、

第七十条から第七十二条まで、第七十四条及び第七十六条の規定によりする届出に係る

行為を除く。）について戸籍の記載をした後に、その行為が無効であることを発見したとき

は、届出人又は届出事件の本人は、家庭裁判所の許可を得て、戸籍の訂正を申請するこ

とができる。」 

 

〇改正後戸籍法第７６条 

「離婚をしようとする者は、左の事項を届書に記載して、その旨を届け出なければならない。 

一 親権者の氏名及びその親権に服する子の氏名 

二 その他法務省令で定める事項 」 

 

〇戸籍法第１１６条第１項 

「確定判決によつて戸籍の訂正をすべきときは、訴を提起した者は、判決が確定した日から

一箇月以内に、判決の謄本を添附して、戸籍の訂正を申請しなければならない。」 
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民法第７６６条 

（離婚後の子の監護に関する事項の定め等） 

第七百六十六条 父母（離婚の際現に共同して親権を行っている父母に限る。以

下この条及び次条において同じ。）が協議上の離婚をするときは、子の監

護について必要な事項は、その協議で定める。この場合においては、子

の利益を最も優先して考慮しなければならない。 

２ 前項の監護について必要な事項には、次の各号に掲げる事項を定めた計画

（以下「共同監護計画」という。）を含むものとする。 

一 子の監護の分担 

二 子の監護に要する費用の分担 

三 父及び母の子を監護する場所 

四 子の監護に関する事項に関し父母の意見が一致しないことにより親権を行

使できない場合の解決手続 

五 その他監護に関して決定する必要がある事項として法務省令で定める事項 

３ 父母が前項第一号に掲げる子の監護の分担及び同項第二号に掲げる子の監護

に要する費用の分担を定めるに当たっては、父母が平等に子の監護及び

子の監護に要する費用を分担することを原則とするとの考え方を考慮す

るとともに、子の利益を害することを防止するため、法務省令で定める
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子の監護の分担及び子の監護に要する費用の分担に関する基準に従わな

ければならない。 

４ 父母は、裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律（平成十六年法律第

百五十一号）第二条第三号に定める認証紛争解決手続を利用して共同監

護計画を作成する。この場合においては、共同監護計画は、公正証書に

よってしなければならない。 

５ 戸籍法の定めるところにより、父母は、離婚の届出をするに当たっては、共

同監護計画を併せて届け出なければならない。 

６ 父母又は子の事情の変化により共同監護計画の変更が必要となった場合には、

変更を求める父母の一方は、速やかに他の一方に通知し、協議の上、共

同監護計画を変更しなければならない。この場合においては、第一項か

ら第四項までの規定を準用する。 

７ 前項の場合において、戸籍法の定めるところにより、父母は、共同監護計

画を変更した日から二週間以内に、共同監護計画を届け出なければなら

ない。この場合において、正当な理由がなくて期間内にすべき届出をし

ない者は、五万円以下の過料に処する。 

８ 第一項又は第六項の協議が調わないとき、又は協議をすることができない

ときは、家庭裁判所が、これらの項の事項を定める。 
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９ 家庭裁判所は、必要があると認めるときは、第一項、第六項又は前項の規

定による定めを変更し、その他子の監護について相当な処分を命ずること

ができる。 

１０ 父母の一方が合理的な理由がないにもかかわらず共同監護計画を定めるこ

と又は遵守することを拒んだときは、五万円以下の過料に処し、又はこ

れに併せてその父若しくは母による親権の行使が著しく不適当であると

みなし、第八百三十四条の規定に従い、家庭裁判所は、他の一方の請求

により、その父若しくは母について、親権喪失の審判をすることができ

る。 

１１ 父母が離婚前に定めたその父母の子に係る共同監護計画等は、父母が第

五項に基づき共同監護計画を届け出た日に、その効力を失う。 

１２ 父母が第五項に基づき届け出た共同監護計画は、離婚の無効及び取消し

により、その効力を失う。この場合において、父母は、必要に応じ、共

同監護計画等を定めなければならない。 

【趣旨】 

本条は、離婚時に、共に親権を有する父母は、「共同監護計画」を定めな

ければならないことを規定したものである。 
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【解説】 

１ 「父母（離婚の際現に共同して親権を行っている父母に限る。以下この条及び次

条において同じ。）」（第１項） 

離婚時に共同監護計画の提出と、離婚後監護講座の受講を義務付けら

れるのは、婚姻中、共同して親権を行使していた父母に限るとするため

の規定である。 

「共同して親権を行っている父母」には、親権者であっても、行方不

明などにより、親権を行うことができない者は除外される。 

なお、父母が共同して親権を行うことができない場合には、親権を行

うことができなくなった時点で面会交流養育費計画の策定が原則として

義務付けられる（改正後の民法第８３７条の２第２項）。 

 

（参考） 

〇改正後民法第８１８条第３項 

「親権は、父母が共同して行う。ただし、父母の一方が親権を行うことができないときは、他

の一方が行う。」 

 

２ 「父母が協議上の離婚をするときは、子の監護をすべき者、父又は母と子との面

会及びその他の交流、子の監護に要する費用の分担その他の子の監護につ

いて必要な事項は、その協議で定める。」との規定を削除（改正前第１項） 
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改正前第１項の「子の監護すべき者」を削除する理由は、離婚後単独

親権制において親権のない父母を監護者として指定する必要性があった

ところ、離婚後共同親権制度を導入することで、その必要性が失われる

からである。 

改正前第１項の「父又は母と子との面会及びその他の交流」と「子の

監護に要する費用の分担」を削除する理由は、これらに相当する事項は

第２項の共同監護計画の事項として規定するためである。 

 

３ 「前項の監護について必要な事項には、次の各号に掲げる事項を定めた計画（以

下『共同監護計画』という。）を含むものとする。（以下略）」（第２項） 

離婚に伴い父母の協力義務（民法第７５２条第１項）がなくなる一方

で、離婚後も父母が共同して親権（監護権を含む。）を行使することから、

親権行使に限り、元夫婦に対し協力するよう義務付ける必要がある。 

そこで、離婚時に共同監護計画として、子の監護の分担（第１号）、子

の監護に要する費用の分担（第２号）、父及び母の子を監護する場所（第

３号）、子の監護に関する事項に関し父母の意見が一致しないことにより

親権を行使できない場合の解決手続（第４号）を定めるよう父母に義務

付けることにより、たとえ高葛藤で協力することが困難な父母であって
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も、共同して親権を行使することを可能とする制度とした。 

「その他監護に関して決定する必要がある事項として法務省令で定め

る事項」（第５号）としては、例えば、「子の受渡し場所」、「父母の連絡

方法」、「旅行（特に海外旅行）に関するルール」、「子に関して共有すべ

き情報」、「子に対する禁止行為（子の監護中にもう一方の父母の悪口を

言わない、子にもう一方の父母への伝言をさせないなど）」などが考えら

れる。 

 

４ 「父母が前項第一号に掲げる子の監護の分担及び同項第二号に掲げる子の監

護に要する費用の分担を定めるに当たっては、父母が平等に子の監護及び子

の監護に要する費用を分担することを原則とするとの考え方を考慮するととも

に、子の利益を害することを防止するため、法務省令で定める子の監護の分担

及び子の監護に要する費用の分担に関する基準に従わなければならない。」

（第３項） 

離婚後も引き続き父母が共同で親権を行使するにあたり、性別に基

づき、監護の割合や監護に要する費用の分担割合を決定することは憲法

の要請（法の下の平等）上、許されない。 

したがって、法律上は、監護の役割も均等に分担することを原則とし
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なければならない。 

しかし、婚姻中の父母の監護の関わり合い方や離婚後の状況は、個々

の事例で様々であることから、個々の事情に応じて、柔軟に監護の割合

を設定できることとする。 

現在の若い世代の婚姻中の子育ての形は、父母が完全に半々に監護を

分担する、いわゆる「交替監護」から、一カ月に一回数時間程度しか分

担しない場合まで千差万別である。 

したがって、離婚後、交替監護を引き続き行いたいと一方の父母が希

望する場合、その監護形態をできるだけ尊重すべきであり、一方で、ほ

とんど監護をしていない父又は母に対し、離婚後に交替監護を押し付け

る仕組みとすべきではない。 

そこで、共同監護計画の策定を離婚時に課す制度を導入することとし

つつ、婚姻中の監護実態を踏まえ、それぞれの父母と子の利益にかなっ

た監護形態を選択することが可能とする仕組みとした。 

ただし、例外が原則であるかのような法からの逸脱行為が生じること

を防ぐため、「監護時間や監護に要する費用（養育費）」を定める基準を

法務省令で定めることとし、その基準にしたがわない共同監護計画は認

めないこととした。 
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また、家事事件手続法において、「子の監護に関する仮処分（子の監

護に要する費用の分担に関する仮処分を除く。）」については、子が１５

歳以上である場合、陳述を聴かなければならないとされていることを踏

まえ、子の監護の分担について定めるに当たっては、子が１５歳以上で

ある場合に、その意見を聞いた上で分担割合を決定することを法務省令

で定める基準に規定すべきと考える。また、子が１５歳に満たない場合

であっても、その発達の程度に応じて、子の意見を反映するよう努める

ことも基準に定めるべきである。 

ただし、子の意見を分担割合に反映する場合、基準で定める最低ライ

ンを下回る分担割合を、いずれか一方の父母に課すよう子が意見を表明

したとしても、それは認められない。なぜならば、その子の意見を認め

た場合、父母の親権を侵害し、また、父母の義務（責任）としての親権

を免除することになるからである。 

なお、２０２２年の第２１０回国会において、民法改正案（閣法１２

号）が議論されており、この法案が成立すると、父母の親権について、

懲戒権の規定がなくなり、代わりに子の人格の尊重等の規定が追加され

ることとなる。具体的には「親権を行う者は、前条の規定による監護及

び教育をするに当たっては、子の人格を尊重するとともに、その年齢及



34 
 

び発達の程度に配慮しなければならない」と規定し、親権の一要素とし

て、「子の年齢及び発達の程度に配慮」することを規定している。 

その点からも、子の意見を聞き、監護の分担を決定することを規定す

べきと考えられる。 

なお、法務省令で定める監護の分担割合の具体的イメージ及び最低限

遵守すべき監護分担のイメージについては、参考資料＜共同監護計画に

記載する監護割合の決定について具体的に想定される進行パターン＞及

び＜共同監護計画の父母の監護割合の決定方法＞の【最低ライン】を参

照。 

法務省令で定める監護に要する費用（養育費）の分担割合のイメージ

については、現在、最高裁判所が提示している算定表を参照。 

 

（参考） 

〇家事事件手続法第１５７条第２項 

「家庭裁判所は、前項第三号に掲げる事項（＝子の監護に関する処分）について仮の地位

を定める仮処分（子の監護に要する費用の分担に関する仮処分を除く。）を命ずる場合に

は、…子（十五歳以上のものに限る。）の陳述を聴かなければならない。」 
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５ 「父母は、裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律（平成十六年法律第

百五十一号）第二条第三号に定める認証紛争解決手続を利用して共同監護計

画を作成する。この場合においては、共同監護計画は、公正証書によってしな

ければならない。」（第４項） 

共同監護計画について、ADR認証事業者等が仲裁をする ADR（裁判外

紛争解決手続）を利用して作成することを義務化する。 

ADR 認証事業者とは、裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律

に基づき、民間紛争解決手続を業として行うものとして、法務大臣から

認証を受けた事業者である。ADR は、この認証事業者のほかに、弁護士

や弁護士法人も実施できる。 
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（参考） 

〇裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律第５条 

「民間紛争解決手続を業として行う者（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあ

るものを含む。）は、その業務について、法務大臣の認証を受けることができる。」 

 

また、共同監護計画については公正証書とすることを義務付けること

とした理由は、共同監護計画に、子の監護に要する費用（養育費）につ

いて具体的な金額を記載し、また、父母の一方の監護を妨害した場合の

損害賠償額を記載した上で、公正証書にすることで、父母の一方が共同

監護計画に記載された義務を履行しなかった場合、裁判をすることなく

強制執行ができ、養育費不払いや一方の父母によるもう一方の父母の監

護妨害などの行為を抑止することが可能になること（間接強制）からで

ある。 

なお、公正証書にする共同監護計画のイメージについては、NPO 法

人日本リザルツにおいて ADR を実施した際の資料（下記）を参照のこと。 

この公正証書には、共同監護計画が第３項の基準に則ったものである

ことを保障する旨を、担当した ADR 認証事業者等が署名した書類も添付

することとする。これにより、市町村の窓口においても、公正証書であ

ることと、ADR 認証事業者等の署名書類を確認することで、その内容そ



39 
 

のものを精査することなく受理することが可能となる。また、従来と異

なり、未成年の子がいる場合、離婚届のみでは離婚できなくなることか

ら、虚偽の離婚届を提出するなどの違法行為を抑止する効果も生じると

期待できる。 

なお、国民に対し、かかる行為を義務付ける以上、ADR に係る標準

的費用（父及び母にそれぞれ１０時間まで）及び公正証書作成費用等は、

全て国費で対応すべきである。国費で対応することで、父母の一方又は

双方に収入がない又は少ないために共同監護計画を策定できないなどの

問題が生じることがなくなると考えられ、また、低廉であるところの裁

判所を利用した司法手続との不公平感が解消されることとなる。 

 

（参考） 

〇裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律第２７条 

「家事事件手続法（平成二十三年法律第五十二号）第二百五十七条第一項の事件（同法

第二百七十七条第一項の事件を除く。）について訴えを提起した当事者が当該訴えの提

起前に当該事件について認証紛争解決手続の実施の依頼をし、かつ、当該依頼に基づ

いて実施された認証紛争解決手続によっては当事者間に和解が成立する見込みがないこ

とを理由に当該認証紛争解決手続が終了した場合においては…家事事件手続法第二百

五十七条の規定は、適用しない。この場合において、受訴裁判所は、適当であると認める

ときは、職権で、事件を調停に付することができる。」 

 

〇家事事件手続法第２５７条第１項 

「第二百四十四条の規定により調停を行うことができる事件について訴えを提起しようとす

る者は、まず家庭裁判所に家事調停の申立てをしなければならない。」 
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〇家事事件手続法第２４４条 

「家庭裁判所は、人事に関する訴訟事件その他家庭に関する事件（別表第一に掲げる事

項についての事件を除く。）について調停を行うほか、この編の定めるところにより審判をす

る。」 

 

（参考）NPO 法人「日本リザルツ」（東京都千代田区）が、厚生労働省からの委託を契機として行って

いる ADR 事業における共同監護（養育）計画の公正証書（サンプル） 

（なお、この計画は、単独親権制度を前提に作成したものであるため、親権者、監護者や面会

交流の用語を使用。共同親権制移行後において、監護者や面会交流などの用語は、父母の

一方又は双方が親権を行うことができない場合の「面会交流養育費計画」を作成する場合に

限り使用することとなる） 
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